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本事例における留意点

適格分社型分割により移転する資産の帳簿価額は税務上の帳簿価額であることから、短期の

前払費用として損金算入された前払費用は帳簿価額０円となり、移転する資産に該当しない。

事 例

当社は製造業を主たる事業とする９月決算法人です。

当社は平成24年10月１日に、当社の100％出資する子会社であるＡ社にＢ製品の製造事業

（Ｂ製品製造事業）を無対価の分社型分割により移転し、今後はＢ製品製造事業を100％子会

社のＡ社で事業継続することとしました。

ところで、Ｂ製品製造事業に関して、販売費及び一般管理費に該当する平成24年10月分の

賃借料1,000,000円を同年９月に支払うこととなりますが、短期の前払費用として平成24年

９月期の損金として処理する予定です。

この場合において、この平成24年10月分の賃借料1,000,000円は前払費用として移転資産

に含めなくてもよろしいですか。
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本事例における法令等の検討

１ 分社型分割について

法人税法第２条第十二号の十において、

分社型分割とは次に掲げる分割をいうもの

とされています。

イ 分割の日において当該分割に係る分

割対価資産が分割法人の株主等に交付

されない場合の当該分割（分割対価資

産が交付されるものに限る。）

ロ 分割対価資産が交付されない分割で、

その分割の直前において分割法人が分

割承継法人の株式を保有している場合

（分割承継法人が分割法人の発行済株

式等の全部を保有している場合を除

く。）の当該分割

２ 100％グループ内での適格分社型分

割について

100％グループ内法人間での分社型分割

の適格要件は、以下のとおりとなります

（法法２十二の十一イ、法令４の３⑥)。

イ 分割対価として、分割承継法人株式

又は分割承継親法人株式のいずれか一

方の株式以外の資産が交付されないこ

と

ロ 分割前に、分割法人と分割承継法人

との間に完全支配関係があること

ハ 分割後に、分割法人と分割承継法人

との間に完全支配関係が継続すること

が見込まれていること

支配関係がある場合及び共同事業

を営む場合は省略しています。

３ 無対価分割に係る適格要件

無対価分割に係る適格要件の判定には、

通常の適格要件の判定に加えて、次の保有

関係が必要とされています。

イ 分割法人と分割承継法人との間にい

ずれか一方の法人による完全支配関係

がある場合

ⅰ 分割承継法人が分割法人の発行済

株式等の全部を保有する関係（法令

４の３⑥一イ・二イ）

ⅱ 一の者が分割法人及び分割承継法

人の発行済株式等の全部を保有する

関係（法令４の３⑥二ロ）

ⅲ 分割承継法人及び当該分割承継法

人の発行済株式等の全部を保有する

者が分割法人の発行済株式等の全部

を保有する関係（法令４の３⑥二

ハ）

ⅳ 分割法人が分割承継法人の発行済

株式等の全部を保有する関係（法令

４の３⑥一ロ・二ニ）

ロ 分割法人と分割承継法人との間に支

配関係がある場合

ⅰ 分割前に分割法人と分割承継法人

との間にいずれか一方の法人による

支配関係がある場合には、分割型分

割については上記イⅰ又はⅲの関係、

分社型分割については上記イⅳの関

係（法令４の３⑦一）

ⅱ 分割前に分割法人と分割承継法人

との間に同一の者による支配関係が

ある場合には、分割型分割について

は上記イⅰからⅲの関係、分社型分

割については上記イⅳの関係（法令

４の３⑦二）

ハ 共同事業による分割

共同事業による分割の場合には、上

記イⅰ又はⅲの関係がある分割型分割

（法令４の３⑧）
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４ 適格分社型分割による譲渡損益

適格分社型分割により分割承継法人に資

産等の移転を行った場合には、分割法人は、

その分割により移転する資産等をその適格

分社型分割の直前の帳簿価額（簿価）によ

り譲渡をしたものとして、その分割法人の

所得の金額を計算することとされています

（法法62の３)。

５ 適格分社型分割による受け入れ

適格分社型分割により資産等の移転を受

けた分割承継法人は、その分割により移転

を受けた資産等の取得価額をその適格分社

型分割の直前の帳簿価額（簿価）に相当す

る金額とし（法令123の４）、適格分社型

分割により増加する資本金等の額は、その

適格分社型分割の移転簿価純資産価額とな

ります（法令８①七）。

６ 短期の前払費用

法人税基本通達２―２―14 短期の前払

費用 では、『前払費用（一定の契約に基

づき継続的に役務の提供を受けるために支

出した費用のうち当該事業年度終了の時に

おいてまだ提供を受けていない役務に対応

するものをいう。以下２―２―14におい

て同じ。）の額は、当該事業年度の損金の

額に算入されないのであるが、法人が、前

払費用の額でその支払った日から１年以内

に提供を受ける役務に係るものを支払った

場合において、その支払った額に相当する

金額を継続してその支払った日の属する事

業年度の損金の額に算入しているときは、

これを認める』こととされています。

なお、例えば借入金を預金、有価証券等

に運用する場合のその借入金に係る支払利

子のように、収益の計上と対応させる必要

があるものについては、後段の取扱いの適

用はないものとされています。

本事例における取扱いの検討

１ 適格分社型分割に該当するか

分割法人である貴社は、分割承継法人で

あるＡ社の発行済株式のすべてを保有して

いることから、分割前に完全支配関係があ

り、かつ、分割後にも完全支配関係が継続

することが見込まれています。

また、今回の分社型分割における分割対

価として金銭等の交付がないので、上記Ⅰ

２の100％グループ内での適格要件を満た

しています。

さらに、今回の分社型分割が無対価で行

われていますが、分割法人である貴社が分

割承継法人であるＡ社の発行済株式のすべ

てを保有していることから、上記Ⅰ３イⅳ

の無対価の適格要件も満たしており、適格

分社型分割に該当することになります。

２ 分割法人の帳簿価額による譲渡

適格分社型分割に該当する場合には、分

割法人はその分社型分割により移転する資

産及び負債をその適格分社型分割の直前の

帳簿価額により譲渡したものとされます。

そうすると、貴社が平成24年９月期に

おいて短期の前払費用として損金の額に算

入 し た 平 成 24年 10月 分 の 賃 借 料

1,000,000円については、税務上の資産と

して計上されておらず、移転した資産には

該当しないこととなります。
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３ 分割承継法人の取得価額

適格分社型分割により移転する資産及び

負債を受け入れた分割承継法人であるＡ社

は、その適格分社型分割の直前の帳簿価額

を取得価額とすることとなります。

そうすると、貴社が平成24年９月期に

おいて短期の前払費用として損金の額に算

入 し た 平 成 24年 10月 分 の 賃 借 料

1,000,000円については、税務上の資産と

して計上されておらず、移転した資産には

該当しないため、分割承継法人においても

資産の取得に該当しないこととなります。

したがって、Ａ社において移転を受けた

資産として前払費用を計上する必要はあり

ません。

〔参 考〕

参考までに、平成24年10月分の賃借料1,000,000円が賃貸原価に該当するものであり、

税務上の短期の前払費用の適用を受けることができない場合について、記載しておきます。

（貴社）

【会計処理】

賃借料 1,000,000円 ／ 現金預金 1,000,000円

【税務処理】

前払費用 1,000,000円 ／ 現金預金 1,000,000円

Ａ社株式 1,000,000円 ／ 前払費用 1,000,000円

【税務修正】

前払費用 1,000,000円 ／ 賃借料 1,000,000円

Ａ社株式 1,000,000円 ／ 前払費用 1,000,000円

前払費用1,000,000円は、税務上の資産として分割法人である貴社から、分割承継法人で

あるＡ社へ移転することとなります。
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貴社の申告調整>

（了)
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